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１．はじめに 
 最近では「市町村の合併の特例に関する法律」の期限

が2004年度末ということもあり，市町村合併が盛んに行

われている状況である． 
 今回の市町村合併は，合併の期限が切られており，合

併しようとする市町村は短期間で合併に向けた議論をし

なければならない．そのため，合併そのものが目的とな

ってしまい，合併後の計画等についての議論がほとんど

さなれないまま，合併しているように見受けられる．財

政や議会制度などの市町村合併そのものの議論に終始し，

市町村合併後，どのような方向に進むべきか等に関する

合併後の将来像に関する議論は十分に行われていないケ

ースが多々見られる．本研究で扱う公共交通も例外では

ない． 
 本研究では，合併後の交通システムのあり方を考える

上で，重要となる基礎的な研究として，全国の法定合併

協議会における公共交通計画策定に関する現状を把握す

ることを目的とする． 
 具体的には，平成16年度に当研究室で実施した全国の

法定合併協議会を対象としたアンケート調査結果を用い，

合併後の将来計画の立案に対して，何が影響を及ぼして

いるのかについて客観的指標を用いて分析する．そして，

今後の公共交通計画を推進する上での基礎資料とするこ

とを目指す． 
 

表-1 アンケートの配布回収状況 

 枚数 回収率 

配布枚数 495 － 

回答有 339 68.5% 

回答なし 22 4.4% 回収状況 

計 361 72.9% 
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２．アンケート調査の概要 
（１）調査対象 
 調査対象とした法定合併協議会の選定基準は以下の3
つの条件である． 
① 平成16年11月において，協議中または，協議済みであ

ること． 
② 平成16年11月において，合併前であること． 
③ 同一の市町村を含んでいる場合にも，合併協議会が設

けられている場合（複数の合併協議会がある場合）は別

として考える． 
（２）調査方法 
 調査は，郵送調査法により実施した．全国の合併協議

会事務局に対し，アンケート調査票を郵送し，後日，返

信用封筒にて，郵送回収した．配布回収状況は，表-1に
示す．ただし，表中の回答なしは，合併協議会の休止，

もしくは解散により回答ができない旨の通知があったも

のを指す． 
（３）調査日 
 調査は，配布を平成16年12月22日（水）に発送し，平

成17年3月15日（火）の消印を締切とした． 
（４）調査内容 
 アンケート調査内容は，大きく分けて4項目であり、以

下に大まかな項目と質問内容について示す． 
①． 新市町村の窓口業務に関する変更について 
②．交通関係に関する変更について 
 合併による公共交通の変更を問う項目である．コミュ

ニティバス，スクールバス，デマンドバス，路線バス等

について，それぞれの運営の現状，合併後の状況等につ

いての設問である． 
③．公共施設に関する変更について 
 合併による公共施設（保育園，幼稚園，小学校，中学

校，福祉関連施設，社会教育施設）に関してそれぞれの

変更状況等についての設問である． 
④．合併協議に関する情報伝達の方法について 
 合併協議会での決定事項を、どのような方法で住民に

伝えているかについての設問である． 
 
 
 



３．アンケート調査結果 
 アンケート調査結果の概要を以下に示す． 
（１）路線バス 
 合併前の運行状況は，「合併する市町村の一部を結ぶ

形で路線バスを運行している」協議会が約52%と最も多

く，ついで「全域を結ぶ路線バスを運行している」協議

会が約30%となっている．合併後については，約68%が「現

状維持」と回答している． 
（２）コミュニティバス 
 合併前の運行状況は，「合併する市町村の一部地域が

運営している」協議会が約49%と最も多く，ついで「運

営していない」が約32%となっている．合併後について

は，「現状維持後変更」が約41%と最も多く，ついで「現

状維持」（約40%）となっている． 
（３）デマンドバス 
 合併前の運行状況は，「一部が運営」が約41%と最も

多く，ついで「運営していない」約40%となっている．

合併後については，「現状維持」が約42%と最も多く，

ついで「未定」が約29%となっている． 
 以上より，上記３つの交通システムについてみたとこ

ろ，合併後は大半の協議会で「現状維持」となっており，

具体的な協議が進んでいない状況がうかがえる． 
 
４．市町村合併の形態と計画策定の関係性の分析 
 法定合併協議会のアンケート結果と，アンケートが回

収された協議会に対して，人口や合併する市町村数の違

いによる比較分析を行い，合併後の公共交通計画の立案

に外的要因が影響を及ぼしているのかどうかについて分

析を行った． 
 その結果，合併する市町村の数にかかわらず，現状維

持の割合は高くなっている（図-1）．また合併後の人口

規模とは関係なしに「現状維持」，「未定」，「協議中」

となっており，これについても関連性が低いと考えられ

る（図-2）． 
 
５．まとめ 
 本研究では，法定合併協議会に対するアンケート調査

結果ならびに各種統計データをもとに，合併後の公共交

通システムの計画策定について傾向分析を行った．その

結果，合併前に，合併後の公共交通システムについて何

らかの議論をしている協議会はほとんどないことがわか

った．また，現状維持か協議中かについては，合併する

市町村の規模や合併後の人口規模によって傾向があると

仮定したが，それもなく，当面は現状維持であることが

わかった． 
 今後の課題としては，合併前に合併後の交通システム

について協議している協議会を抽出し，それらの自治体

の実態を分析することにより，現状維持か協議している 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1 合併する市町村数別合併後の路線バスの計画策定状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2合併後の人口規模別合併後の路線バス計画策定状況 

 
 
かの違いが何に起因しているのかを明らかにすることで

ある． 
 なお，本研究は，（社）北陸経済調査会 平成16年度

受託調査研究として行われた研究成果の一部である．こ

こに記して謝意を示す． 
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